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共有すべきデータについて

国の実施する

公道実証プロジェクトの方向性と



１．国の実施する公道実証プロジェクトの目的

自動走行
実現のため
の基本方針

■世界に先駆けた自動走行の社会実装により、日本の強みを活かし、社会課題を解決（交通
事故削減、地域の人手不足や移動弱者の解消）
・社会に取り入れるための基本アプローチとして、自動走行のハード・ソフトの「技術」と「事業化」の両面で世界最先
端を目指し、技術が完全に確立してからではなく、制度やインフラで補いながら、その時点の最新技術をいかして社
会に取り入れていく（未来投資戦略2017（平成29年6月９日閣議決定））。
・将来的な自動走行車の事業化を見据え、混在交通下で実証を実施し必要なデータを取得。
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まずは、
時速10㎞や30
㎞の低速から

実現

 日本が当該事業で世界をリード！
・課題を洗い出し難易度を高めながら実証を推進。
・その為に、走行環境（道路インフラ、交通ルール等）を能
動的に変えて自動走行車が走りやすい環境整備を加速。
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実証は常にレベルUP！！

Step1

 閉鎖空間で低速走行

Step２

 混在交通下（地方）で走行

Step3

 混在交通下（都市部）で走行
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２．国の実施する公道実証プロジェクトで得られたデータの利活用イメージ

走行
環境

車両
技術

リスクアセスメント
車両技術の進展×走行環境（道路インフ
ラ、交通ルール等）の整備で事業化を加速
する
自動走行車が走ることによる課題を収集し、
イノベーションを促進し事業化を下支え
⇒車両技術でカバーできない課題を走行環
境面で補う

生活圏の交通確保(高齢者の生活の足）
・自宅から病院、スーパー、役所、銀行

事業性アセスメント

進め方
■関係者が事業性と安全性を確認するためにアセスメントを実施
・事業性アセスメントにより事業性データを蓄積。また、リスクアセスメントにより走行環境データや困難な
状況データを蓄積。これらにより、事業性を確認するほか、安全性を確保した上で、次の実証に反映。

２

運行ニーズの例

物流の確保
・営業所から配送所
・配送所から自宅

観光客の足の確保
・駅から観光地
・観光地からホテル、
旅館

歩行者の全方位検知
右折が困難な場合、右折信号の設
置 or ラウンドアバウトの整備等

事業者

国

事業性の確認

安全性の確保
事業者

国

車両・装備の開発
搭乗者の安全性の確保

銀行自宅

道路インフラの整備

車両基準の策定
道路インフラの整備
電波の割り当て
自動走行車向けの保険制度の整備
交通ルールの整備

ビジネス性の判断
地域貢献とビジネス性の両立

運送事業における活用見込みの把握

事業性
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状況
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走行
環境
データ

①社会受容性
②実用性
③コスト（費用対効果見込み）
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データの利活用のイメージ

自治体 将来のまちづくりへの反映

自治体
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３．国の実施する公道実証プロジェクトで得られたデータの利活用

流れ
■公道実証プロジェクトで得られたデータについては、今後の事業化を見据えフィードバックのサイク
ルに乗せていく
・事業化に向けた課題を洗い出し、修正をしながら、より高度な実証となるよう取り組む。
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前方障害物の誤検知 センサーの高度化

高齢者の転倒危険性 着席の義務化

課題①

課題② 修正②

修正①
フィード
バック例

事
業
化
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より実ニーズに近い形で実証

車両レベルの向上
より複雑性が増した走行環境

車両レベルの向上
より複雑性が増した走行環境

より実ニーズに近い形で実証 実ニーズを踏まえて事業化

技術レベルの底上げ

普及に向けた土台作り
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４．国の実施する公道実証プロジェクトで共有するデータと必要性

共有すべきデータ項目

事
業
性

事
業
性
デ
ー
タ

・乗客アンケート集計結果
［乗客の属性（年齢、性別等）、乗車距離、乗り心地､安心感､
利便性の評価・ﾆｰｽﾞ等］

・周辺住民アンケート集計結果
［住民の属性（年齢、性別等）、安心感、利便性の評価・ニーズ等］
・アンケートのデータ
・地域特性（人口規模、気候等）
・地域へのメリット・費用対効果

安
全
性

基
礎
的
な
デ
ー
タ

・車両諸元［全長、全幅、実証速度、自動走行に係る装備品
（センサー、ライダーの種類、検知範囲）等］
・通信方式（周波数帯等）
・走行ルート、距離 ・気象、時間帯

詳
細
な
デ
ー
タ

・ドライバ操作（オーバーライド、テイクオーバー）や、難しい状況に対処し
た事例など安全性向上
に資する情報
－発生時の車両挙動データ（軌跡等）、発生件数、発生地点、
道路インフラや周囲の状況等、走行した際の不都合の発生事例、
通信状況（異常発生時を含む）（関連走行映像）

内容

□国に対しては、プロジェクト契約に
基づき取り決められたデータを全て
共有する。

□その共有されたデータについては、
しかるべき枠組みの中で管理してい
くとともに、使いやすい形式にして提
供する。

□上記データは、民間事業者・自治
体に対しても、原則全て共有する。
ただし、個人情報や、車両性能・技
術など、競争領域に係る機微な情
報が含まれる場合については、事業
主体と個別に検討し対応。

共有データの
基本的な考え方

例）
・次の実証に向けた課題
－料金設定
－異なる環境での
実証等

基本的な
考え方

■自動走行サービスの早期実現と社会実装を加速するため、競争領域に係る機微な情報・データ
以外について、積極的なデータ収集・共有
・プロジェクト契約に基づき取り決められた共有データについては、国に対しては全て共有。管理を徹底するとともに
利活用しやすいデータ形式に加工。
［事業者のメリット］共有されたデータは、次の実証へ反映するほか事業化の検討に活用。

今年度実証を行った後、共有すべ
きデータ項目については必要な見
直しを行う。

４

例）
・次の実証に向けた課題
ースムーズな右折
－他の交通主体がより多
く存在する環境での実
証等
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